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我が国周辺の安全保障環境等1
　「国家安全保障戦略」（令和４年12月16日閣議決
定）においては、「我が国は戦後最も厳しく複雑な
安全保障環境に直面している」とされたうえで、
「ロシアによるウクライナ侵略により、国際秩序を
形作るルールの根幹がいとも簡単に破られた。同様
の深刻な事態が、将来、インド太平洋地域、とりわ
け東アジアにおいて発生する可能性は排除されな
い」とされている。
　また同時に、北朝鮮に関しては、「近年、かつて
ない高い頻度で、新たな態様での弾道ミサイルの発
射等を繰り返し、急速にその能力を増強している」
ことや、「核戦力を質的・量的に最大限のスピード
で強化する方針であり、ミサイル関連技術等の急速
な発展と合わせて考えれば、北朝鮮の軍事動向は、
我が国の安全保障にとって、従前よりも一層重大か
つ差し迫った脅威となっている」ことが挙げられて
いる。

安全保障環境等を踏まえた国民保護施
策の進展
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　平成16年の「武力攻撃事態等における国民の保護
のための措置に関する法律」（以下、本特集におい
て「国民保護法」という。）の施行以来、我が国に
おいて武力攻撃事態等＊1及び緊急対処事態＊2が認
定され、国民保護法に基づく国民の保護のための措
置（以下、本特集において「国民保護措置」とい
う。）が実際に行われたことはいまだ一度もない。
　他方、前述のとおり我が国を取り巻く安全保障環
境はその厳しさを増しており、諸情勢を踏まえた国
民保護の取組の推進が急務となっている。

（1）避難実施要領のパターンの作成促進
ア　避難実施要領の策定
　国民保護法において、住民の避難に関して国から
避難措置の指示が出され、それを受けて都道府県知
事から避難の指示が発出された場合、市町村長は避
難実施要領を定め、住民を誘導する必要があるが、
国民保護事案発生後の短時間のうちに避難実施要領
を一から策定することは困難であることから、「国民
の保護に関する基本指針」（平成17年３月25日閣議
決定。以下、本特集において「基本指針」という。）
では、市町村は複数の避難実施要領のパターン（以
下、本特集において「パターン」という。）をあらか
じめ作成しておくよう努めるものとされている。

イ　避難実施要領の複数パターン作成促進の取組
　「避難実施要領のパターンの作成に関する研修会」
の実施などにより作成支援の取組を進めた結果、少
なくとも１パターン作成済みの市町村の割合は令和６
年４月１日時点では99.4％（1,730団体）となっている。
　複数のパターンを作成している市町村の割合は、
令和５年４月１日に64.3％（1,119団体）であった
ところ、令和６年４月１日時点で71.2％（1,239団
体）と増加はしているものの、一層の作成促進に取
り組む必要がある。
　そのため、消防庁では複数パターンの作成促進を
目的に、「複数の「避難実施要領のパターン」作成
の徹底について（通知）」（令和６年３月12日付け通
知）を発出し、作成に向けた取組を依頼している。
　さらに、令和６年度は複数パターンの作成率を重点
的に考慮して研修会実施都道府県を決定するととも
に、新たにパターンの複数化への支援を希望する市
町村に対して知見を有する地方公共団体の職員等を
派遣してアドバイスを行う取組を開始し、作成を促進
している。

*1�　武力攻撃事態等：武力攻撃事態及び武力攻撃予測事態のこと。武力攻撃とは、我が国に対する外部からの武力攻撃をいう。武力攻撃事態とは、武力攻撃が発生した事態
又は武力攻撃が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った事態をいい、武力攻撃予測事態とは、武力攻撃事態には至っていないが、事態が緊迫し、武力攻
撃が予測されるに至った事態をいう。

*2�　緊急対処事態：武力攻撃の手段に準ずる手段を用いて多数の人を殺傷する行為が発生した事態又は当該行為が発生する明白な危険が切迫していると認められるに至った
事態（後日対処基本方針において武力攻撃事態であることの認定が行われることとなる事態を含む。）で、国家として緊急に対処することが必要なものをいう。
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ウ　沖縄県・先島５市町村からの避難に係る検討
　基本指針において、沖縄県の住民避難について
は、沖縄本島や本土から遠距離にある離島における
避難の適切な実施のための体制づくりなど、国が特
段の配慮をすることが必要であるとされている。
　こうしたこと等を踏まえ、令和４年度以降、消防
庁を含む国の関係省庁、沖縄県、先島諸島の５市町
村（石垣市、宮古島市、多良間村、竹富町及び与那
国町。以下、本特集において「先島市町村」とい
う。）等が協力し、武力攻撃予測事態に至る状況を
想定した、先島諸島から九州・山口各県への住民の
広域避難に係る図上訓練を実施している。
　消防庁としては、先島諸島からの避難の検討支援
を行うとともに、図上訓練で得られた避難手段や避
難経路等の考え方について、既に作成済みの先島市
町村のパターンに反映してもらうなど、各市町村の
住民避難の実効性向上に向けた取組支援を進めてい
る。
　加えて、沖縄県に所在する離島市町村のうち、先
島市町村以外の市町村については、沖縄県国民保護
計画上、沖縄本島への避難が想定されていることか
ら、先島市町村における訓練を通じて得られた避難
のノウハウを活用するなど、これらの市町村におけ
る沖縄本島への避難の実効性向上に向けた取組支援
を県とともに検討していく。

（2）避難施設の指定促進等
　国民保護法において、都道府県知事及び指定都市
の長は、住民を避難させ、又は避難住民等の救援を
行うため、公園、広場その他の公共施設や、学校、
公民館、駐車場、地下街その他の公益的施設を、あ
らかじめ避難施設として指定しなければならないこ
ととされている。
　また、基本指針において、避難施設の指定に当
たっては、爆風等からの直接の被害を軽減するため
の一時的な避難に活用する観点から、コンクリート
造り等の堅ろうな建築物や地下街、地下駅舎等の地
下施設を緊急一時避難施設として指定するよう配慮
することとされている。
　このことから、政府としては、令和３年度からの
５年間を緊急一時避難施設の指定に係る集中取組期
間とすることとし、消防庁としても、関係省庁と連
携して都道府県及び指定都市への働き掛け等を進め
ているところである。このため、公共施設のみなら

ず民間施設の指定を進めるべく、大規模商業施設や
地下施設を管理する事業者に対して、経済産業省や
国土交通省を通じ、働き掛けを行うことにより、指
定の円滑化を図っている。また、指定に際して課題
等を抱える都道府県及び指定都市に対し、知見を蓄
積した地方公共団体職員等を派遣し、アドバイスを
行う取組を通じて、都道府県及び指定都市への支援
に努めている。
　これら避難施設については、国民保護制度に関す
る概要や弾道ミサイル飛来時の行動等について掲載
している内閣官房国民保護ポータルサイトにおい
て、地図や地方公共団体ごとの一覧表により、緊急
一時避難施設の場所、その施設類型（堅ろうな施
設、地下施設）などを参照することが可能である
（特集7-1図）。

（3）特定臨時避難施設の整備
　「国家安全保障戦略」（令和４年12月16日閣議決
定）においては、国民保護に関して、「武力攻撃よ
り十分に先立って、南西地域を含む住民の迅速な避
難を実現」すべく、武力攻撃の状況や地域の実情等
に応じて、「様々な種類の避難施設の確保」等に取
り組むことが示された。
　これを踏まえ、令和５年度末には、政府として、
「武力攻撃を想定した避難施設（シェルター）の確保
に係る基本的考え方」等がとりまとめられ、武力攻
撃を想定した避難施設（シェルター）の確保に係る
具体的取組として、「特定臨時避難施設の整備」
が、政治経済の中枢を含む都市部や、地下施設等の
重点取組分野での「緊急一時避難施設の指定促進」
及び緊急一時避難施設の実態を調査した上で、地域
の実情に応じて、その充実を含めてあり方を検討す
る「緊急一時避難施設の充実」と併せて位置付けら
れた。

特集7-1図　�緊急一時避難施設（地下施設）の例
（福岡市天神地下街）
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　「特定臨時避難施設の整備」について、具体的に
は、必要時には武力攻撃より十分に先立って、住民
等の広域避難（市町村の区域を越えた避難）を開始
し、完了することが最も重要であるとの認識の下、
広域避難の際に輸送手段が航空機や船舶に限られる
といった避難の困難性等に鑑み、先島市町村に一定
期間避難可能で堅ろうな避難施設である「特定臨時
避難施設」の整備を進めていくこととされた。
　消防庁としては、竹富町及び多良間村における特
定臨時避難施設の整備について、関係省庁と連携し
て、地域の実情に応じた取組の推進を図っている。

（4）国民保護共同訓練の充実強化
　国民保護法において、国や地方公共団体は国民保
護措置に関する訓練を行うよう努めることとされて
おり、消防庁は内閣官房とともに、都道府県や市町
村との共同訓練を実施してきた（特集7-2図）。

ア　国重点訓練
（ア）　地域ブロック検討会
　国と地方公共団体の間で最新の情勢認識を共有す
るとともに、国民保護関連の各種課題に対する検討
や意見交換を実施する。

（イ）　実動及び図上訓練
　複数の都道府県が参加する大規模な訓練など、都
道府県単独では実施困難かつ従来よりも高度な訓練
を国の主導の下に実施し、国、都道府県、市町村及
び関係機関相互の連携を強化するとともに、国民保
護措置への理解の促進を図る。

イ　県主導訓練
　主に都道府県が訓練内容等を企画・立案し、消防
庁や内閣官房等が支援を行い、訓練を実施している
（特集7-3図）。
　また、北朝鮮から弾道ミサイル等が高い頻度で発
射されていること等を踏まえ、令和４年９月から弾
道ミサイルを想定した住民避難訓練を再開してい
る。訓練では、弾道ミサイルが我が国に飛来する可
能性があると判明した場合にどのような行動をとる
べきかについて、住民の理解を深めるため、近くの
建物の中や地下への避難を実施している(特集7-4
図)。
　引き続き、全国各地の多くの地域で効果的な訓練
が実施されるよう取り組んでいく。

特集7-2図　国民保護訓練の分類

特集7-3図　県主導訓練の例（図上訓練）
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特集7-4図　県主導訓練の例
　　　　　 （弾道ミサイルを想定した住民避難訓練）

特集7-5図　�弾道ミサイル発射時のJアラートによ
る情報伝達

特集7-6図　�弾道ミサイル飛来時の行動について
（内閣官房作成資料）

最近の北朝鮮によるミサイル発射の動
向と発射に対する消防庁の対応

3

（1）全般
　北朝鮮は、平成28年２月の「人工衛星」と称する
弾道ミサイル発射以降、頻繁にミサイルの発射を繰
り返している。
　これを受け、消防庁では、弾道ミサイルが発射さ
れ、我が国の領土・領海に落下する又は我が国の領
土・領海の上空を通過する可能性があると判明した
場合には、全国瞬時警報システム＊3（以下、本特
集において「Jアラート」という。）を使用して都
道府県・市町村を通じた住民への迅速な情報伝達を
行っている（特集7-5図）。
　また、北朝鮮が弾道ミサイルの発射を繰り返して
いる状況を踏まえ、地域住民の安全・安心の確保を
図るため、緊急一時避難施設の指定を促進するとと
もに、内閣官房国民保護ポータルサイトにおいて、
緊急一時避難施設の場所や弾道ミサイル飛来時の行
動等を掲載している（特集7-6図）。

（2） �令和６年５月27日の弾道ミサイル技術を使
用した発射事案

ア　事案の概要
　北朝鮮は、令和６年５月27日22時43分頃、北朝鮮
北西部沿岸地域の東倉里（トンチャンリ）地区か
ら、衛星打ち上げを目的とする弾道ミサイル技術を
使用した発射を強行した。
　弾道ミサイル技術を使用して発射された物体が我
が国の領域に落下する又は上空を通過する可能性が
あったことから、同日22時46分、ミサイル発射情
報・避難の呼びかけに関する情報を対象地域の全市
町村に対してJアラートにより伝達し、緊急速報
メールを含むいずれかの情報伝達手段により、住民
への伝達が行われた。
　その後、領域への落下や上空通過の可能性がない
ことが確認されたため、Jアラートにより避難の呼
びかけの解除に関する情報の配信が行われた。

＊3� 全国瞬時警報システム：内閣官房から発出される弾道ミサイル攻撃など国民保護に関する情報や気象庁より発出される緊急地震速報、津波警報、気象警報などの緊急情
報を、人工衛星及び地上回線を通じて送信し、市町村防災行政無線（同報系）等を自動起動することにより、人手を介さず瞬時に住民等に伝達することが可能なシステム
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イ　消防庁の対応
（ア）　�発射通報を受けた際の関係機関との連携
　令和６年５月27日の事案の際には、北朝鮮から我
が国に対し、衛星を打ち上げることについての通報
がなされている。これらを受け、消防庁は内閣官房
と連携の上、地方公共団体及び消防機関における住
民に対する情報伝達体制の確保やJアラートによる
情報伝達の際の対応等に係る通知を発出し、地方公
共団体の危機管理体制の確保に万全を期した。

（イ）　弾道ミサイル技術を使用した発射事案への対応
　令和６年５月27日の事案において、消防庁は、J
アラートによる情報伝達とあわせて、消防庁長官を
長とする消防庁緊急事態調整本部から全国の地方公
共団体に対して情報提供を行うとともに、対象地域
に対して適切な対応及び被害報告について要請を
行っている。
　なお、落下物情報や被害状況等を確認した結果、
対象地域の全ての地方公共団体から、被害なしとの
報告を受けている。

（3）情報伝達の確実性向上に向けた取組
　消防庁では、Jアラートを運用する全ての地方公
共団体を対象とした全国一斉情報伝達試験や、全て
のJアラート情報受信機関を対象とした導通試験を
実施し、Jアラートが正常に動作することを定期的
に確認している。
　今後も、Jアラート関連機器点検チェックシート
等に基づく機器の設定確認や再点検を徹底するとと
もに、支障のあった団体に対し、その都度その原因
を調査し早急に改善を図るための支援体制を強化す
るなど、国民に対する速やかな情報伝達を図ってい
く。

おわりに4
　今後も、パターンの作成促進や避難施設の指定促
進、国民保護共同訓練の充実強化、国民保護情報の
一層確実な情報伝達や弾道ミサイル飛来時の住民避
難行動の周知に取り組み、国民保護体制の強化に努
めていく。 
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